平成２８年度　第１回　鶴岡市高齢者虐待防止等連絡協議会会議録

日時：平成２８年１０月１７日（月）
１４：００～１６：００
会場：鶴岡市総合保健福祉センターにこふる　
３階　大会議室　

１．報告・協議等

（１）鶴岡市高齢者虐待防止等連絡協議会について（資料１参照）

（２）平成２７年度本市の虐待の対応状況について

　　・高齢者（資料２参照）　　・障害者（資料３参照）　　

～質疑応答～

委員…対象の範囲について

Ｑ：「高齢者」の定義は６５歳以上でいいか。また「障害者」の定義は「手帳保持者」か。
　　　Ａ：「高齢者」の定義は「高齢者虐待防止法」第２条において６５歳以上と定められています。「障害者」は「障害者基本法」第２条に規定する障害者のことで、手帳保持者に限らず「社会的障壁による生きづらさ、障害のある人」も対象です。
　　　Ｑ：うつ病、パーソナル障害の人も「障害者」としての対象か。

　　　Ａ：障害と認定された場合は「障害者」としての対象となります。

　　　Ｑ：抑圧状態にあって経済的に受診できていない場合はどうか。
　　　Ａ：「精神障害者」は「精神疾患を患った人」と定義されているので、そのような方は医療が先になると考えます。
委員…「高齢者」に対する虐待対応について

　　　Ｑ：虐待者（続柄：子）のうち、就労していない６５歳未満の方は何名か。

　　　Ａ：働いていない方、臨時雇用の率が高いと認識している。人数については後日お知らせする。

　　　Ｑ：経済的虐待の具体的な対応について教えてほしい。助言・指導または他の方法など。
　　　Ａ：相談・助言、福祉サービスの紹介、就労支援、生活保護申請などの対応を行います。
　　　Ｑ：件数は表にある平成２５年度から毎年増えているが、平成２５年度よりも前からも増えているか。

　　　Ａ：少しずつケースは増加している。通報・相談があっての件数のため、虐待の視点が社会に広まれば、もっと増えてくると認識している。

　　　Ｑ：件数の増加の要因は、通報側の意識が変わったということか。

　　　Ａ：県においても虐待の件数を減らすのではなく、通報の件数を増やしていく方向の施策となっている。医療と介護の連携や町内会でのかかわりが増えてきている。
　　　Ｑ：ケアマネジャーや民生委員が把握したケースがすべて市に通報されるものではないのか。

　　　Ａ：通報する前に関わっている関係機関と情報を共有しながら、虐待かどうかの判断をしているケ－スも多くあると認識している。

委員…「障害者」に対する虐待対応について

　　　Ｑ：№３のケースについて平成２６年度の対応（解決したのかどうか）と、平成２７年度の対応が「見守り継続」でいいのかどうかについて確認したい。
　　　Ａ：平成２６年度はヘルパー（第三の目）を入れた後、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑにつなげたが、本人の意思で在宅に戻っている。障害の特性により、虐待の範囲が特定しづらいため、日中活動を行っている事業所の短期入所を利用することで見守っていくことにしたものです。
委員…「上半期事業報告」について
　　　Ｑ：「社会福祉士資質向上研修会」は弁護士も参加可能か。

　　　Ａ：チーム連携を掲げているので、参加いただけるのであれば参加いただきたい。

（３）平成２８年度上半期　事業計画および進捗状況について

　　○資質向上研修事業（資料４参照）
高齢者の権利擁護研修会を予定している。
日　時：平成２８年１０月２５日　１３:３０～
場　所：にこふる　３階　大会議室

対象者：地域包括支援センター職員、障害者相談支援センター及び障害者相談支援事業所職員
　　○成年後見意識調査事業（資料５・６参照）　
　出前講座時にアンケートをとっている。平成２７年度は２か所実施した。平成２８年度は全地域包括支援センターで各１回開催を目標としている。
　本人向けアンケートでは、今現在抱えている困りごとはない方が大半で、家族に主な相談先・後見人になってほしい方が大半という傾向。対して、ケアマネジャー向けアンケートでは、担当するケースに後見制度を利用したほうがいいと回答した方が３０％という結果になっている。
　高齢者向けアンケートは自立度が高い方の回答ということもあり、両者に乖離がみられた。

　本人の気づきより、周りの気づきと支援から制度の利用につながっていくと考えられる。

　平成２９年３月までの取りまとめを予定している。
～質疑・意見等～

委員…平成２７年度からの事業が今年度末で一区切りということで、平成２９年度には何らかのアクションがあることを期待します。
　　　現実問題として、「受け皿」が問題になりつつある。平成３０年度には市民後見を起ち上げていただきたい。

委員…「受け皿」について

　　　Ｑ：弁護士は一人につき１０名ほどケースを持っている。新規のケースには人手が足りていない状況だが、社会福祉士会もそうか。

　　　Ａ：仕事を持っている方が大半で、受任できる件数が限られている。働いている人でも２件はもってくれるようお願いしている状況。毎年研修を実施しており、今年は平成２９年１月になれば研修修了者が１０名くらい登録できるようになるので、それまで新規のケース依頼は待ってほしいと話している。
（４）「高齢者虐待事例」の経過報告

２．情報交換・その他

　　○山形地方法務局鶴岡支局より
「何が虐待なのか」の啓発について説明。

　　○社会福祉士会より

　　　「ぱあとなあ山形の活動について」説明。

　　　

○山形県庄内総合支庁地域保健福祉課より
「県内の虐待の状況について」説明。
 　　　

以上　
